
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年７月13日

【四半期会計期間】 第66期第２四半期（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

【会社名】 川崎地質株式会社

【英訳名】 Kawasaki Geological Engineering Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　坂上　敏彦

【本店の所在の場所】 東京都港区三田二丁目11番15号

【電話番号】 ０３－５４４５－２０７１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員　経営管理本部長　　五藤　幸晴

【最寄りの連絡場所】 東京都港区三田二丁目11番15号

【電話番号】 ０３－５４４５－２０７１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員　経営管理本部長　　五藤　幸晴

【縦覧に供する場所】 川崎地質株式会社西日本支社

（大阪府大阪市淀川区宮原四丁目４番50号）

川崎地質株式会社中部支社

（愛知県名古屋市名東区高社一丁目266番）

川崎地質株式会社北関東支店

（埼玉県さいたま市見沼区東大宮五丁目44番１号）

川崎地質株式会社横浜支店

（神奈川県横浜市中区真砂町四丁目43番地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

川崎地質株式会社(E04987)

四半期報告書

 1/19



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第２四半期
累計期間

第66期
第２四半期
累計期間

第65期

会計期間

自平成26年
　12月１日
至平成27年
　５月31日

自平成27年
　12月１日
至平成28年
　５月31日

自平成26年
　12月１日
至平成27年
　11月30日

売上高 （千円） 4,204,377 3,798,999 7,201,891

経常利益 （千円） 200,119 153,255 283,587

四半期（当期）純利益 （千円） 93,949 73,665 117,815

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 819,965 819,965 819,965

発行済株式総数 （株） 5,289,900 5,289,900 5,289,900

純資産額 （千円） 2,960,747 2,968,624 2,944,003

総資産額 （千円） 5,502,814 5,099,580 7,192,103

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 21.90 17.17 27.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5 5 10

自己資本比率 （％） 53.8 58.2 40.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,414,989 1,672,973 94,827

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △45,507 △42,797 △87,522

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,487,302 △1,693,269 18,506

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 190,772 271,312 334,405
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回次
第65期

第２四半期
会計期間

第66期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　３月１日
至平成27年
　５月31日

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　５月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 31.25 35.17

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要

性が乏しいため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
 
(1) 経営成績の分析

①業績の概況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日本銀行による金融緩和政策などを背景に、企

業収益や雇用・所得環境の改善傾向が続き、引き続き緩やかな回復基調で推移しました。一方、中国をはじめとす

る新興国の経済の減速、中東を中心とした海外政情不安による影響や原油価格の下落等、先行きは依然として不透

明な状況が続いています。

当社を取り巻く建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましては、東日本大震災の復興関連業務のほか、

国土強靭化計画に関連する防災・減災、保全対策関連事業が減少傾向となるなど、厳しい市場環境・受注環境とな

りました。

こうした状況の中、当社は保有・先端技術を活かし、東日本大震災の復興関連業務、国土強靭化関連の構造物点

検や維持管理業務の特定率向上に向けた対応強化を引き続き全社員協力一致のもと取り組みましたが、当第２四半

期累計期間の経営成績は、次のとおりとなりました。

受注高は発注量の減少をカバーできず、28億41百万円（前年同四半期比17.8％減）となりました。

売上高は37億98百万円（前年同四半期比9.6％減）、営業利益１億27百万円（前年同四半期比29.2％減）、経常

利益１億53百万円（前年同四半期比23.4％減）、四半期純利益73百万円（前年同四半期比21.6％減）となりまし

た。
 

②売上高の季節的変動について

当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・

利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。
 

(2) 財政状態の分析

（資産）

資産合計は、前事業年度末に比べ20億92百万円減少し、50億99百万円となりました。その主な増減内訳は、完成

調査未収入金の減少13億61百万円等であります。

（負債）

負債合計は、前事業年度末に比べ21億17百万円減少し、21億30百万円となりました。その主な増減内訳は、短期

借入金の減少16億円、調査未払金の減少２億78百万円等であります。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べ24百万円増加し、29億68百万円となりました。その主な増減内訳は、利益剰

余金の増加52百万円、その他有価証券評価差額金の減少27百万円等であります。
 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ63百万円減少し、２億71百万円

となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、16億72百万円の増加（前年同四半期累計期間は14億14百万円の増加）と

なりました。これは主に税引前四半期純利益１億53百万円、減価償却費71百万円、売上債権の減少13億52百万円、

等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、42百万円の減少（前年同四半期累計期間は45百万円の減少）となりまし

た。これは調査用機器等有形固定資産の取得による支出39百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、16億93百万円の減少（前年同四半期累計期間は14億87百万円の減少）と

なりました。これは短期借入金の減少16億円、長期借入金の返済30百万円、リース債務の返済による支出41百万

円、配当金の支払額21百万円等があったことによるものであります。
 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。
 

(5) 研究開発活動

当社の調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向上と新分

野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社は、地盤に関連した広範囲な課題に対する最適なソ

リューションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研究機関との連

携による共同研究開発を積極的に進めており、研究開発費の執行状況は5,833千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年７月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,289,900 5,289,900

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数1,000株

計 5,289,900 5,289,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年３月１日～

平成28年５月31日
－ 5,289,900 － 819,965 － 826,345
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（６）【大株主の状況】

  平成28年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 369 6.98

三木　幸藏 神奈川県横浜市青葉区 280 5.29

西田　弘 東京都世田谷区 256 4.84

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 211 4.00

川崎地質従業員持株会 東京都港区三田二丁目11番15号 170 3.22

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 164 3.12

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 160 3.04

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 120 2.28

友田　萬里子 神奈川県逗子市 103 1.96

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 78 1.47

計 － 1,914 36.20

　（注）上記のほか、自己株式が1,000千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式　1,000,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,257,000 4,257 －

単元未満株式 普通株式　　 32,900 －
１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 5,289,900 － －

総株主の議決権 － 4,257 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の株式数は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成28年５月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
1,000,000 － 1,000,000 18.90

計 － 1,000,000 － 1,000,000 18.90

 （注）当第２四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は1,000,071株、その発行済株式総数に対する割合は

18.91％であります。

 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年３月１日から平成28

年５月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年12月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

川崎地質株式会社(E04987)

四半期報告書

 9/19



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年11月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 334,405 271,312

受取手形 8,668 18,050

完成調査未収入金 2,312,478 951,088

未成調査支出金 1,000,687 353,821

材料貯蔵品 3,521 3,502

繰延税金資産 56,867 56,867

その他 73,517 76,917

貸倒引当金 △234 △99

流動資産合計 3,789,911 1,731,460

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 568,463 556,734

機械及び装置（純額） 75,115 112,858

土地 1,472,382 1,472,382

その他（純額） 269,972 242,799

有形固定資産合計 ※１ 2,385,933 ※１ 2,384,774

無形固定資産 89,159 79,889

投資その他の資産   

投資有価証券 494,289 449,139

繰延税金資産 129,090 146,794

その他 307,799 311,605

貸倒引当金 △4,081 △4,081

投資その他の資産合計 927,098 903,456

固定資産合計 3,402,191 3,368,120

資産合計 7,192,103 5,099,580

負債の部   

流動負債   

調査未払金 520,488 241,741

短期借入金 2,100,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 60,000 60,000

未払法人税等 90,775 83,959

賞与引当金 － 11,765

未成調査受入金 146,435 96,251

その他 425,013 293,571

流動負債合計 3,342,712 1,287,289

固定負債   

長期借入金 45,000 15,000

退職給付引当金 577,256 575,517

その他 283,130 253,149

固定負債合計 905,387 843,666

負債合計 4,248,099 2,130,955
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年11月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 819,965 819,965

資本剰余金 826,345 826,345

利益剰余金 1,783,909 1,836,124

自己株式 △574,415 △574,561

株主資本合計 2,855,804 2,907,873

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 88,198 60,751

評価・換算差額等合計 88,198 60,751

純資産合計 2,944,003 2,968,624

負債純資産合計 7,192,103 5,099,580
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年12月１日
　至　平成27年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年12月１日
　至　平成28年５月31日)

売上高 4,204,377 3,798,999

売上原価 3,024,276 2,780,175

売上総利益 1,180,100 1,018,823

販売費及び一般管理費 ※１ 1,000,243 ※１ 891,536

営業利益 179,857 127,287

営業外収益   

受取利息 200 114

受取配当金 4,317 4,452

受取手数料 9,661 9,032

固定資産賃貸料 31,127 30,947

その他 9,957 1,008

営業外収益合計 55,264 45,555

営業外費用   

支払利息 13,401 13,039

リース支払利息 6,799 6,295

退職給付費用 14,769 －

その他 32 251

営業外費用合計 35,003 19,586

経常利益 200,119 153,255

特別損失   

固定資産除却損 199 0

特別損失合計 199 0

税引前四半期純利益 199,919 153,255

法人税等 105,970 79,590

四半期純利益 93,949 73,665
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年12月１日
　至　平成27年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年12月１日
　至　平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 199,919 153,255

減価償却費 72,752 71,975

引当金の増減額（△は減少） 191,870 9,891

受取利息及び受取配当金 △4,518 △4,566

支払利息 13,401 13,039

固定資産除却損 199 0

未成調査受入金の増減額（△は減少） △34,920 △50,183

未払消費税等の増減額（△は減少） 63,012 △350

売上債権の増減額（△は増加） 1,206,085 1,352,008

たな卸資産の増減額（△は増加） 212,652 646,884

仕入債務の増減額（△は減少） △269,366 △278,747

未払費用の増減額（△は減少） △103,110 △146,117

預り保証金の増減額（△は減少） △750 △750

その他 △44,100 9,074

小計 1,503,127 1,775,413

利息及び配当金の受取額 4,518 4,567

利息の支払額 △20,172 △19,253

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △72,484 △87,754

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,414,989 1,672,973

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △42,003 △39,756

無形固定資産の取得による支出 △1,802 △700

貸付金の回収による収入 2,173 5,793

その他 △3,874 △8,134

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,507 △42,797

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,400,000 △1,600,000

長期借入金の返済による支出 △30,000 △30,000

リース債務の返済による支出 △35,544 △41,677

自己株式の取得による支出 △272 △146

配当金の支払額 △21,485 △21,445

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,487,302 △1,693,269

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △117,820 △63,093

現金及び現金同等物の期首残高 308,593 334,405

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 190,772 ※１ 271,312
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更に伴う影響はありません。

 

（追加情報）

（信託が保有する自社の株式に関する事項）

　当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高

め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを

目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております。

(1)取引の概要

　 本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し当社株

式を給付する仕組みです。

 　当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時に累積したポイントに相当する当社

株式を給付します。退職者に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取

得し、信託財産として分別管理するものとします。また、信託銀行は制度加入者である当社従業員（信託管理

人）の指図に基づき議決権を行使します。

 　本制度の導入により、従業員の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与することが

期待されます。

(2)「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成

27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3)信託が保有する自社の株式に関する事項

①信託における帳簿価額は前事業年度201,793千円、当第２四半期会計期間199,629千円であります。信託が保

有する自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しておりません。

②期末株式数は前第２四半期会計期間は373,000株、当第２四半期会計期間は369,000株であります。期中平均

株式数は、前第２四半期会計期間は373,571株、当第２四半期会計期間は370,714株であります。期末株式数

及び期中平均株式数は、１株当たり情報の計算上、控除する自己株式数に含めておりません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。
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（四半期貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（平成27年11月30日）
当第２四半期会計期間
（平成28年５月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 1,654,989千円 1,706,703千円

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成26年12月１日

　　至 平成27年５月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成27年12月１日

　　至 平成28年５月31日）

給料手当 411,059千円 424,482千円

法定福利費 91,013 81,794

旅費交通費 55,919 52,441

賞与引当金繰入額 74,016 546

退職給付費用 13,026 11,448

 

　２　売上高の季節的変動

前第２四半期累計期間（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日）及び当第２四半期累計期間（自

 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日）

　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、

売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節的変動の傾向があります。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間

（自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日）

現金及び預金勘定 190,772千円 271,312千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 190,772 271,312

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年12月１日　至　平成27年５月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月26日

定時株主総会
普通株式 21,453 5 平成26年11月30日 平成27年２月27日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月10日

取締役会
普通株式 21,451 5 平成27年５月31日 平成27年８月７日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年12月１日　至　平成28年５月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月26日

定時株主総会
普通株式 21,450 5 平成27年11月30日 平成28年２月29日 利益剰余金

（注）平成28年２月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（JESOP）制度」が保有

する当社株式に対する配当金1,865千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月12日

取締役会
普通株式 21,449 5 平成28年５月31日 平成28年８月５日 利益剰余金

（注）平成28年７月12日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（JESOP）制度」が保有する

当社株式に対する配当金1,845千円が含まれております。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年12月１日　至　平成27年５月31日）

　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これら

に関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を

省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年12月１日　至　平成28年５月31日）

　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これら

に関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を

省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成26年12月１日
至　平成27年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年12月１日
至　平成28年５月31日）

１株当たり四半期純利益 21円90銭 17円17銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 93,949 73,665

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 93,949 73,665

普通株式の期中平均株式数（株） 4,290,305 4,289,915

（注）１．「１株当たり四半期純利益」を算定するための普通株式の期中平均自己株式数については、資産管理サービス

信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式数を自己株式数に含めておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　平成28年７月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）当第２四半期末配当による配当金の総額………21,449,145円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年８月５日

（注）　平成28年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年７月12日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福原　正三　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大屋　浩孝　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式会

社の平成27年12月１日から平成28年11月30日までの第66期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年３月１日から平成28

年５月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年12月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の平成28年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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